
施 行 日 令和５年 12月 28日 

改 正 日 令和７年 ８月 ６日 

 

大阪市保育士定着支援事業交付金交付要綱 

 

(目的) 

第１条 この要綱は、保育士の勤続年数に応じた大阪市保育士定着支援事業交付金（以下「交付金」

という。）を交付することにより、新たな保育士の確保及び現在働いている保育士の離職を防止し

定着促進を図り、市内民間保育施設で勤務する保育士を積極的に確保することを目的とする。 

 

(定義) 

第２条 この要綱における用語の定義は、次のとおりとする。  

（１）保育所（園） 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第39条第１項に規定する保育所（就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号。以下

「認定こども園法」という。）第３条第１項又は第３項の認定を受けた施設及び同条第10項の規

定による公示がされた施設、並びに大阪市立児童福祉施設条例別表第１で定める保育所のうち、

大阪市立保育所運営業務として委託していない保育所を除く。）をいう。 

（２）認定こども園 認定こども園法第２条第６項に規定する認定こども園をいう。ただし、大阪

市立学校設置条例（昭和39年大阪市条例第57号）に掲げる幼稚園を除く。 

（３）小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第10項に規定する小規模保育事業（小規模保育Ｃ型

を除く。）をいう。 

（４）事業所内保育事業 児童福祉法第６条の３第12項に規定する事業所内保育事業をいう。 

（５）一時預かり事業 児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預かり事業のうち第１号か

ら第３号までで実施するものをいう。 

（６）病児保育事業 児童福祉法第６条の３第13項に規定する病児保育事業のうち保育所（園）

及び認定こども園で実施するものをいう。 

（７）保育士資格を有する者 児童福祉法第18条の18第１項の登録を受けた者及び国家戦略特別区

域法（平成25年法律第107号）第12条の５第８項の規定おいて準用する児童福祉法第18条の18第

１項の登録を当該事業実施区域において受けた者をいう。 

 

（交付対象事業者） 

第３条 交付金の交付対象は、市内において前条第１号から第４号までのいずれかを経営する者で

あって、次条に定める交付対象保育士を直接雇用する者とする。 

 

（交付対象保育士） 

第４条 交付対象保育士は、交付対象となる年度内の 10月１日（以下「基準日」という。）におい

て、次の要件をすべて満たす者とする。 

（１）交付対象事業者に保育士資格を有する者として直接雇用され（法人の役員等として兼務して



いる者を含む。以下同じ。）ており、市内において第２条第１号から第６号までのいずれか（以下

「市内保育施設等」という。）において、基準日時点において次のいずれかに該当する者として勤

務していること。 

  ア 施設長 

  イ 保育士 

  ウ 管理職として業務に従事している者 

（２）基準日時点で現に勤務する市内保育施設等において、前号に該当する者としての勤続年数が

当該市内保育施設等における勤務開始日から起算して次のいずれかに該当すること。なお、同一

交付対象事業者内で勤務する保育施設が変更になった場合において、市内保育施設等での勤務に

ついては、継続した勤続年数とみなす。また、交付対象保育士が交付対象事業者を離職し、離職

日の翌日から引続き同一交付対象事業者に雇用される場合において、市内保育施設等での勤務に

ついては、継続した勤続年数とみなす。 

ア ０年以上７年未満 

イ ９年以上 10年未満 

ウ 14年以上 15年未満 

エ 19年以上 20年未満 

オ 24年以上 25年未満 

２ 前項に定める交付対象保育士のうち常勤保育士は、基準日時点において交付対象事業者の就業

規則において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数（１か月に勤務すべき時間数が

120 時間以上であるものに限る。）に達している者又は月 20 日以上かつ１日６時間以上の勤務を

要する者として雇用されている者とする。 

３ 第１項に定める交付対象保育士のうち短時間勤務保育士は、基準日時点において次の要件をす

べて満たす者とする。 

（１）前項に定める常勤保育士以外の者であること。 

（２）交付対象事業者に月 40時間以上の勤務を要する者として直接雇用されていること。 

４ 前項の要件を同一交付対象事業者が経営する２以上の市内保育施設等における勤務時間数を

合算することにより満たす場合は、第１項第２号に規定する継続した勤続年数は、保育士として

の市内保育施設等における勤務開始日から起算した基準日時点における継続した保育士として

の勤続年数が最も長い市内保育施設等における勤続年数とする。 

５ 第３項の要件を２以上の交付対象事業者において満たす場合、保育士としての市内保育施設等

における勤務開始日から起算した基準日時点における継続した保育士としての勤続年数が最も

長い市内保育施設等を経営する者が交付対象事業者とする。 

６ 第１項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合は、交付対象保育士としないものとする。 

（１）基準日時点で、交付対象保育士が大阪府で実施する「保育士修学資金貸付等事業」の交付決

定を受け、保育士修学資金貸付を受けている場合。ただし、返還の債務の免除を受けた場合及び

返還が終了した場合を除く。 

（２）交付対象保育士が、交付対象となる年度の３月 31日以前に交付対象事業者を離職する場合。

ただし、離職日の翌日から引続き同一交付対象事業者に雇用され、交付対象となる年度の翌年度



４月 1日に市内保育施設等に勤務する場合を除く。 

（３）交付対象保育士が、交付対象となる年度の翌年度４月１日に同一交付対象事業者が経営する

市内保育施設等に勤務をしない場合。 

（４）交付対象保育士が、交付対象となる年度の前年度以前に交付金を交付対象事業者から受け、

引き続き同一交付対象事業者に雇用され、基準日時点で同一交付対象事業者が経営する市内保育

施設等に勤務をし、第１項第２号に規定する勤続年数が、直近に受領した交付金と同一の勤続年

数に該当する場合。 

 

（交付額） 

第５条 交付対象保育士の雇用形態に応じた 1人当たりの交付金の額は、次のとおりとする。 

（１）常勤保育士    200,000円 

（２）短時間勤務保育士 100,000円 

 

（交付申請） 

第６条 交付金の交付を受けようとする交付対象事業者（以下「申請者」という。）は、市長が定め

る期日までに、大阪市保育士定着支援事業交付金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添

付して、交付対象保育士の勤務する施設ごとに市長に申請しなければならない。 

（１）大阪市保育士定着支援事業交付金交付対象保育士一覧表（様式第１号別紙１） 

（２）大阪市保育士定着支援事業交付金交付対象保育士雇用証明書（様式第１号別紙２） 

（３）交付対象保育士の保育士登録証（写）又は国家戦略特別区域限定保育士登録証（写） 

（４）大阪府保育士修学資金貸付を受けていないこと等を証明する書類（指定保育士養成施設を卒

業した日から１年以内に保育士登録を行い、保育士登録後７年未満の者に該当する場合。ただし、

交付金を辞退する者を除く。） 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請に係る書類等によりその内容を審査し、交

付金を交付すべきものと認めたときは、交付金の交付の決定をするものとする。 

２ 市長は、前項の場合において、適正な交付を行うため申請書の記載について誤字等の軽微な修

正を行う必要があるときは、申請者に同意を得て、交付金の交付の申請に係る事項につき修正を加

えて交付金の交付の決定をするものとする。 

３ 市長は、申請に係る書類等に不備があると認めるときは、当該申請をした申請者に対し、相当

の期間を定めてその補正を求めることができる。この場合において、当該相当の期間内に申請者が

補正を行わなかったときは、市長は、当該申請が取り下げられたものとみなすことができる。 

 

（交付決定の通知） 

第８条 市長は、前条第１項又は第２項の規定により交付金の交付決定をしたときは、大阪市保育

士定着支援事業交付金交付決定通知書（様式第２号）により交付事業者に通知するものとする。 



２ 市長は、前条第１項の審査の結果、交付金を交付することが不適当であると認めるときは、理

由を付して、大阪市保育士定着支援事業交付金不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通

知するものとする。 

 

（交付の時期等） 

第９条 市長は、前条第１項の規定による交付金の交付の決定及び次条第２項の規定による交付金

の変更の決定を受けた交付事業者から請求を受けた日から 30 日以内に当該請求に係る交付金を交

付するものとする。 

 

（交付事業の変更等） 

第 10条 交付事業者は、交付の対象となる事業（以下、「交付事業」という。）の内容等の変更をし

ようとするときは、大阪市保育士定着支援事業交付金変更承認申請書（様式第４号）を、交付事業

の中止又は廃止をしようとする時は、大阪市保育士定着支援事業交付金中止・廃止承認申請書（様

式第５号）を市長に対し提出し承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、交付事業変更が適当と認める場合は、大阪市保育士定着

支援事業交付金変更承認決定通知書（様式第６号）により、交付事業の中止又は廃止が適当と認め

る場合は、大阪市保育士定着支援事業交付金中止・廃止承認決定通知書（様式第７号）により、そ

れぞれその旨を交付事業者に通知する。 

 

（決定の変更等） 

第 11 条 市長は、第７条第１項又は第２項の規定による交付金の交付の決定について、交付金の

額に誤りがあると認めるときは、当該交付金の交付の決定を変更するものとする。 

２ 前項の規定により交付金の交付の決定を変更したときは、理由を付して、大阪市保育士定着支

援事業交付金変更決定通知書（様式第８号）により交付事業者に通知するものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、市長は交付事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認めると

きは、当該交付金の交付の決定を取り消すことができる。 

（１）第６条の規定により提出した書類等に記載された内容に虚偽が判明したとき 

（２）交付金を他の用途へ使用した場合 

４ 市長は、交付事業者の責めに帰すべき事由により、第９条に指定する日までに交付金の交付が

できなかったときは、交付金の交付の決定を取り消すことができる。 

５ 市長は前２項の規定により交付金の交付の決定を取り消したときは、理由を付して、大阪市保

育士定着支援事業交付金取消決定通知書（様式第９号）により申請者に通知するものとする。 

 

（交付金の使途） 

第 12 条 交付金の交付の決定を受けた交付事業者は、交付対象保育士に対して、第５条に定める

交付金を当該年度中に支給しなければならない。 

 

 



（交付対象保育士および交付金額の確定等） 

第 13 条 交付金の交付を受けた交付事業者は、交付対象保育士へ当該交付金の支給を行った後、

大阪市保育士定着支援事業交付金支給実績報告書（様式第 10 号）に次に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

（１）大阪市保育士定着支援事業交付金支給実績一覧表（様式第 10号別紙） 

（２）その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、交付事業者から前項の規定による実績報告書の提出を受けたときは、速やかに交付金

の金額を確定しなければならない。金額の確定においては、大阪市保育士定着支援事業交付金金額

確定通知書（様式第 11 号）をもって交付事業者へ通知を行う。ただし、交付決定金額と実績報告

の金額が同額である場合等、市長が上記の通知を不要と認める場合においては、省略できるものと

する。 

３ 市長は、前項の規定により交付金の額の確定を行った場合において、既にその額を超える交付

金を交付しているときは、交付事業者にその額の返還を求めるものとする。 

４ 交付金の返還に係る費用については、交付事業者の負担とする。 

 

（立入検査等） 

第 14 条 市長は、必要があると認めたときは、交付事業者に対して報告を求め、又は交付事業者

の承諾を得たうえで本市職員に当該交付事業者の事務所等に立ち入らせ、帳簿書類その他の物件を

検査させ、若しくは関係者に対して質問させることができる。 

 

（交付金の返還） 

第 15条 市長は、第 10条第２項の規定により交付事業の変更、中止又は廃止が適当と認めた場合

又は第 11 条第１項又は第３項の規定により交付金の交付の決定を変更又は取り消した場合におい

て、既に変更、中止、廃止又は取り消した後の交付金の額を超える交付金が交付されているときは、

期限を定めて既に交付された額から、変更、中止、廃止又は取り消した後の額を差し引いた額の返

還を求め、大阪市保育士定着支援事業交付金返還決定通知書（様式第 12 号）により交付事業者に

通知するものとする。 

２ 前項の通知があったときは、交付事業者は返還を求められた額を本市が定める期日までに本市

あて納付しなければならない。 

３ 交付金の返還に係る費用については、交付事業者の負担とする。 

 

（交付金の額の更正等） 

第 16条 第 13条第 1項の規定による実績報告書に誤りがあり、更正後の額を超える交付金が交付

されていたことが確認されたときは、市長は、第 13 条第 2 項に定める額の確定後も更正後の額を

超える交付金を返還させることができるものとし、交付事業者に大阪市保育士定着支援事業交付金

金額更正通知書兼返還決定通知書（様式第 13 号）により通知し、交付事業者は、その更正後の額

を超える交付金を本市が定める期日までに返還しなければならない。 

２ 交付金の返還に係る費用については、交付事業者の負担とする。 



（加算金及び延滞金） 

第 17条 交付事業者は、第 15条の規定により交付金の返還を求められたときは、その請求に係る

交付金の受領の日から納付の日までの日数に応じて、当該交付金の額(その一部を納付した場合に

おけるその後の期間については、既納額を控除した額とし、100 円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てる。)につき年 10.95 パーセントの割合で計算した加算金を本市に納付しなければなら

ない。 

２ 交付金が２回以上に分けて交付されている場合における前項の規定の適用については、返還を

求められた額に相当する交付金は最後の受領の日に受領したものとみなし、当該返還を求められた

額がその日に受領した額を超えるときは、当該返還を求められた額に達するまで順次さかのぼりそ

れぞれの受領の日において受領したものとみなす。 

３ 第 1項の規定により加算金を納付しなければならない場合において、交付事業者の納付した金

額が返還を求められた交付金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を求められた交

付金の額に充てられたものとする。 

４ 交付事業者が交付金の返還を求められ、これを納期日までに納付しなかったときは、税外歳入

に係る督促手数料、延滞金及び過料に関する条例(昭和 39年大阪市条例第 12号)第２条の規定によ

り算出した延滞金を本市に納付しなければならない。 

５ 前項の規定により延滞金を納付しなければならない場合において、返還を求められた交付金の

未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎と

なるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

６ 市長は、第１項又は第４項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、加算金

又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

 

（関係書類の整備） 

第 18 条 交付事業者は、交付事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整備し、

第 13条第２項の通知を受けた日の属する年度終了後５年間保存しなければならない。 

 

（その他） 

第 19条 この要綱の施行に関し必要な事項は、こども青少年局長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和５年１２月２８日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年７月１日から施行し、大阪市新規採用保育士特別給付補助金交付要綱（以

下「特別給付補助金交付要綱」という。）は施行の日から廃止する。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別給付補助金交付要綱の廃止後の、特別給付補助金交付要綱第 18

条に規定する決定の取消し、第 19条の規定による補助金の返還及び第 20条の規定による補助金の

額の更正等は、なお、従前の例による。 



３ 第４条第１項の規定にかかわらず、令和６年度において次の各号に掲げる場合は、交付対象保

育士としないものとする。 

（１）交付対象保育士が、令和５年度において特別給付補助金交付要綱に定める補助金を利用した

特別給付を採用１年目の補助対象保育士として交付対象事業者が交付決定を受け、引き続き同

一交付対象事業者に雇用され、令和６年度において第４条第１項第２号に定める勤続年数が０

年以上１年未満に該当する場合。 

（２）交付対象保育士が、令和５年度において特別給付補助金交付要綱に定める補助金を利用した

特別給付を採用２年目の補助対象保育士として交付対象事業者が交付決定を受け、令和６年度

において第４条第１項第２号に定める勤続年数が１年以上２年未満に該当する場合。 

（３）交付対象保育士が令和５年度において特別給付補助金交付要綱に定める補助金を利用した特

別給付を採用３年目の補助対象保育士として交付対象事業者が交付決定を受け、令和６年度に

おいて第４条第１項第２号に定める勤続年数が２年以上３年未満に該当する場合。 

（４）交付対象保育士が令和５年度において特別給付補助金交付要綱に定める補助金を利用した特

別給付を採用４年目の補助対象保育士として交付対象事業者が交付決定を受け、令和６年度に

おいて第４条第１項第２号に定める勤続年数が３年以上４年未満に該当する場合。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年８月６日から施行する。 


